
件

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （　内閣府　）

計 8,545

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

学校施設整備費負担金

施設整備実施実績

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

公立学校施設整備費負担金 2,449

―

23 42 51

単位当たり
コスト

118 76 47

約173約118

件
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

23

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（27年度）

公立学校施設の耐震化率

成果実績 ％ 76.8% 78.0%

達成度

成果指標

％ 76.8% 78.0%

目標値 ％ ― ―

執行額

単位 23年度 24年度

執行率（％） 100.00% 91.85% 93.46%

6,072 8,848

13,980 4,264 5,675

4,642

8,545

補正予算 －

予備費等 － － － －

4,383 － －

計

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 10,726 1,910 1,719

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　沖縄は、我が国で唯一、全域が亜熱帯海洋性気候地域に属し一年を通じて高温多湿であること、台風常襲地帯であること、島嶼であり海岸
が近いことなどから、本土に比べ塩害等による学校施設の老朽化が著しい。また、耐震性がない建物が依然として残っている。
沖縄県が実施する公立学校の校舎、屋内運動場の新増築等の施設整備が円滑に進むよう、沖縄県からの要望をふまえて必要な予算を確保
し、国庫補助を行う。
〔負担（算定）割合〕
公立学校施設整備費負担金：新築、増築事業等　8.5/10
学校施設環境改善交付金：改築事業　7.5/10

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・義務教育諸学校等の施設費の
　国庫負担等に関する法律

・沖縄振興特別措置法　第105条

関係する計画、
通知等

教育振興基本計画（平成20年7月　閣議決定）
沖縄振興計画（平成14年7月　内閣総理大臣決定）

沖縄振興基本方針（平成24年5月　内閣総理大臣決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国が果たすべき責務である義務教育をはじめとする教育の機会均等と水準の維持向上を図る観点から、義務教育諸学校等の施設費の国
庫負担等に関する法律等に基づき、公立学校施設整備に要する経費の一部を国が補助することにより、学校教育の円滑な実施を確保する。

昭和47年度・終了（予定）なし 担当課室 総務課事業振興室 橋本　敬史

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 42　沖縄における社会資本等の整備（政策12-施策③）

事業番号 0055

公立文教施設整備に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

　　/
5,675百万/

　　　　47箇所

6,096

執行額　÷　施設整備事業数

単位 23年度

13,980百万/
　　　　118箇所

8,848百万/
　　　51箇所

80.5%

14,004

100%

▲ 303 －

―

▲ 3,004 ▲ 4,655

前年度から繰越し 6,282 3,004 4,655 303

翌年度へ繰越し

24年度 25年度

計算式

約56 約121

4,264百万/
　　　　76箇所

80.5%

単位当たり
コスト

活動実績

当初見込み

26年度見込

百万円/
　　事業

算出根拠



事業番号0055

点検結果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成23年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点
検
・
改
善
結
果

0095

重
複
排
除

事
業
の
有
効
性

施設の耐震化等は着実に進捗している。

改善の
方向性

0097

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○単位当たりコストの水準は妥当か。

○

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

○

―

所管府省・部局名

公立学校施設整備費

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

補助金等に係る予算執行の適正化に関する法律に基づ
き、適切に交付手続きを行っている。また、執行にあたっ
ては、自治体が実施する事業内容の変更状況などを把
握し、交付額の変更をするなど、補助金の効率的な執行
にも努めている。

平成25年平成24年

行政事業レビュー推進チームの所見

0058

○

○

備考

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

外部有識者の所見

沖縄県内で実施される事業：内閣府
上記を除く全国で実施される事業：文部科学省文部科学省

文教施設企画部施設助成課

　概算要求にあたっては、事業の必要性や方向性について沖縄県と打ち合わせを行うほか、事業の執行状況等の把握のため、現地視察や
担当者からのヒアリングを随時行っている。また、予算の執行については移替先の文部科学省において、補助金等に係る予算執行の適正化
に関する法律に基づき、毎年度沖縄県より事業実績の報告を受け、内容を確認のうえ交付額の確定を行っている。
　沖縄県においては、新耐震基準を満たしていない建物が依然約２割も残っており、また、立地条件、気象条件等が本土に比べ厳しく、学校施
設の傷みが著しいため、今後も公立学校の耐震化等、早急な施設整備が必要である。

評価に関する説明

○

○

0104

引き続き事業実施省庁と連携し、進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映していく。

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律
に基づき、地方公共団体が実施する公立学校の施設整
備に要する経費の一部を補助するもので、
国として実施すべき優先度の高い事業である。



事業番号0055

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府

5,675百万円

予算の移替

文部科学省

5,675百万円（平成25年度）

・公立学校施設整備費負担金

補助金の交付決定

【国庫補助】

A．公立学校施設整備事業：5,675百万円

宜野湾市 他（15設置者）

学校施設整備事業の実施

（宜野湾市の場合）

【国庫補助】

宜野湾市
（1,167百万円）

B. アメリカンエンジニア

コーポレイション・㈱シンセイ JV

（440百万円）

（建築費として支出）

（他18社）

内閣府

文部科学省

〔一般競争入札〕

※文部科学省の公立学校施設整備費
と同様の記載



事業番号0055

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 440 計 0

建築費 校舎の新築工事 440

B.アメリカンエンジニアコーポレイション・㈱シンセイ JV F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,167 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費 学校施設整備費工事等 1,167

A.宜野湾市 E.

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途



事業番号0055

支出先上位１０者リスト
A.

B.

名護市10 -

90.00%

落札率

はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（建築第１工区）
アメリカンエンジニアコーポレイ
ション・㈱シンセイ JV

112

90.00%

90.00%

95.68%

90.07%

92.86%

90.00%

90.00%

90.00%

90.00%

440 10

9 竹富町 〃 240 -

前田建設㈱・㈱島仲建設 JV はごろも小学校屋内運動場新築工事(建築) 130 10

㈲沖産・㈲隆盛建設 JV 真志喜中学校屋内運動場・武道場増改築工事(建築) 169 7

8 北谷町 〃 250 -

入札者数

〃 -

-

㈱日本電設・㈲ダイデン工業 JV はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（電気設備第１工区） 29 11

前田建設㈱・㈱島仲建設 JV はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（建築第２工区） 251 9

-

7 浦添市 〃 334 - -

㈱宜野湾電設 はごろも小学校屋内運動場新築工事(電気設備) 9 10

㈲イシケン・㈲野嵩土木 JV 嘉数小学校屋内運動場増改築工事(建築) 23 9

不二宮工業㈱ はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（機械設備第２工区） 20 11

㈲雷光電気工事・㈱沖縄エンジニヤ JV はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（電気設備第２工区） 20 10

㈲共和設備・㈲野嵩土木 JV はごろも小学校校舎･水泳プール･地域学校連携施設新築工事（機械設備第１工区）

6 那覇市 〃 412

5

3

4

2

- -

25 9

5 沖縄県 〃 437 - -

4 豊見城市 〃 685 - -

3 うるま市 〃 881 - -

2 沖縄市 〃 1,066 - -

1 宜野湾市 学校施設整備事業の実施 1,167 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1

10

7

9

6

8


